
















The forest certification is the international system to conserve forests. This
system often respects the legal and customary rights of indigenous peoples who
use forests. For example, The Forest Stewardship Council secures the Sami peoples
rights to practice reindeer husbandry in Sweden. In this paper, I examine the
relationship between the forest certification and the indigenous peoples'rights, and
clarify the role which the forest certification can play to the indigenous peoples
rights. This paper concludes by arguing that the forest certification can be useful
not only to conserve forests but to secure the Amu people's rights m Japan.
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Tropical Timber Agreement : ITTA)を採択し、 1985年には、 FAOが「熱帯雨林行動計
画」(Tropical Forestry Action Plan : TFAP)を策定した。また、 1986年には、 ITTAの











































9 ) FSC, 10 years of FSC (2004), p.4.






























ll) FSC, op.ti乙., p.13.
12) Russell Collier, Development of Draft Guidance on the Interpretation of FSC Principles 2 and 3 (FSC,
2004), pp.9-15.
13) FSCとILO条約との関係について、 FSC. Policy Paper.30.401, FSC Certification and The ILO Conventions
(2002).
14) ILO169号条約は正式名称を、 「独立国における先住民族及び部族民族に関する条約」 (Convention concerning





このように、 FSC P&Cは人権条約に類似した内容をもっことから、 FSC P&Cが規定す
る「先住民族」15)という用語の解釈について、人権条約上の用語との関係が問題となる。こ






















15)国際法上、 「民族」 (peoples)は自決権をもつことから、 「先住民族」 (indigenous peoples)という用語を使用する場
合、その意義をどう解釈するかについて、国家主権等との関係で議論が生じる。
16)たとえば、 ILO169号条約は、 「民族」 (peoples)という用語について、 「国際法においてこの用語に付される権利に
関して何らかの含意をもつものと解釈されてはならない。」(1条3項)とし自決権の意味合いを否定している。





























18) Forest Trends, Global Perspectives on Indigenous Peoples'Forestry: Linking Communities, Commerce and
Conservation (2002), pp.9-12.
19) Peter Poschen, Social Criteria and Indicators for Sustainable Forest Management: A guide to ILO texts
(GTZ, 2000), pp.20-21.
20) Mark Stevenson, Legal Memorandum Regarding Principle 3 0f the Forest Stewardship Council's (FSO


































25) Ramsar Convention, Recommendation. 6.3 0n Involving local and indigenous people, para.9.
26) informed consentに関する議論の一例として、 Albert C.Peeling, Review of the Application of Principle 3 in








































































































35)先住民族の伝統的知識と知的財産に関する最近の議論については、 「知的財産関連の動向」 『AIPPI』 49巻4号
(2004) 54-60頁を参照。




























39)アイヌ文化振興法については、常本照樹「アイヌ新法の意義と先住民族の権利」 『法律時報』 69巻9号(1997) 2-5
貢、松本祥志「アイヌ文化振興法および二風谷ダム事件一判決とアイヌ民族の国際法主体性」 『法学セミナー』 518




































15-22頁、同「アイヌ民族共有財産裁判の経過と課題」 『部落』 52巻12号(2000) 24-30頁、同「アイヌ民族共有財産
裁判地裁判決とこれからのたたかい」 F人権と部落問題』 54巻5号(2002) 53-56頁、などを参照。
45)二風谷ダム訴訟判決については、田中宏「二風谷ダム訴訟判決」 F国際人権』 8号(1997) 65-69項、常本照樹「先
住民族と裁判一二風谷ダム判決の一考察」 F国際人権』 9号(1998) 51-55項、岩沢雄司「二風谷ダム判決の国際法












































の問で摩擦を引き起こしてきた。そこで、 「森林管理法」 (Swedish Forestry Act)と「トナ



















49)スウェーデンにおけるサーミ民族のトナカイの牧畜については、 L.A.Bael, "Boreal forest dwellers: the Saami
in Sweden , Unasylva, No.186 (1996), pp.16-21. 0lof T Johansson, Reindeer Herding and Forestry in
Northern Sweden (1999). Nanna Borchert, Land is Life: Traditional Sami Reindeer Grazing Threatened in
Northern Sweden (2001). Johnny-Leo L. Jernsletten, Konstantin Klokov, Susとαinable Reindeer Husbandry
(Arctic Council, 2002)などを参照。
50)サーミ村落とは、トナカイの所有者で組織される共同体である。スウェーデンのトナカイ牧畜地域はトナカイの移































51) Borchert, op.dt., p.43



























54) Borchert, op.cit., pp.42-54.
55)森林企業3杜とは、 Stora (現在はStoraEnso), MoDo (現在はHolmen), Korsn邑Sである。
56)原告側は、サーミ民族が放牧するトナカイが、その角を森林の幼木にこすることによって損害が生じているなどと
主張した。




59) WWF, Newsletter Foresty and Wood Certification (April 2002), p.4.
60) Gallivare, Handolsdalen, Idre, Mittadalen, Ran, Svaipa, Tannas, Tassasen, Ubmeje, Udtja, Vapstenの11
村落である。
61) Tassasenサーミ村落の紛争について、 Johansson, op.cit.
62) Swedish Institute, Fact Sheet 129: Swedish Industory (2001). 1999年現在、スウェーデンの森林は、森林企業
が39%、小規模土地所有者が51%を所有している。


















































なって運営している0 -方、 SGECは、 FSCとは異なる国内独自の森林認証基準67'による森
林認証を進める団体である。
ここで、アイヌ民族と森林との関連を考慮しうる両団体の森林認証基準をみてみよう。森
林認証制度研究会の国内認証基準は草案段階にあり、正式な国内基準はまだ公表されていな
い(2004年現在)。そこで、公表中の第5次草案によると、 FSC P&Cの原則3と4つの基
準のうち基準3.3を採用し、 「先住民の森林および森林域に関する伝統的・慣習的な利用が認
められ尊重されること」を認証基準として明記している68)。一方、 SGECは、既に独自の森
林認証基準を完成させ、これを公表した(2003年)。このうち、アイヌ民族に関連する基準
としては、 「地域社会の法的あるいは慣習的な財産・資源などの利用権が尊重されているこ
と」(指標5.2)とする規定がある。このように、いずれの認証基準も、伝統的・慣習的文化の
観点から、アイヌ民族と森林管理の関係を認証基準に導入している。また、遵守すべき国際
条約として、生物多様性条約とラムサール条約をあげ、環境条約を重視する姿勢も共通する。
日本国内における森林認証制度は、ようやく導入が始まったばかりであることから69)、そ
67) FSCが持続可能に管理された森林であることを認証することで、非認証森林との差別化を図るものであるのと異な
り、 SGECはすでにある森林管理技術の再確認を行い森林管理技術の底上げを行うものだとしている。
68)第5次草案については、 http://www.re-forest.com/fcnet/で閲覧できる。
69) 2002年に、速水林業は日本で初めてFSCの森林認証を取得した0 http=//www.re-forest.com/hayami/
森林認証制皮における先住民族の権利
の内容の検証は将来的な課題である。しかし、今後、国内で森林認証制度と認証材への理解
が進むにつれて、森林認証制度は、森林保全を通じて、社会の様々な分野に影響を与える可
能性がある。その場合、両団体とも、森林認証基準を、森林に関係する社会的要素をより考
慮した内容に改訂し続ける必要に迫られるだろう。
5.3.今後の課題
これまでの議論で明らかにしてきたように、日本においてアイヌ民族の権利を保障するこ
とには多くの障害がある。すなわち、アイヌ民族の権利保障に関する国内の政策は、立法及
び行政ともに不十分である。一方、国内の森林認証基準のアイヌ民族に関する内容も、こう
した国内の状況と同様に、森林に関する伝統的文化を尊重することに限られ、地域的な課題
と認識されている。
しかし、先住民族に関する森林認証基準の内容を、現在の国内におけるアイヌ民族の状況
に合致させなければならない理由はない。すなわち、国内の森林認証基準は、アイヌ民族の
現状を追認するのではなく、アイヌ民族をめぐる将来的な課題までを視野に入れた内容にす
ることが望ましいと考える。なぜなら、これまでのアイヌ民族の歴史及び国際的な先住民族
の権利に対する保障の動きを鑑みれば、今後は、日本国内においても、アイヌ民族の権利保
障を総合的に進展させてゆく必要があるからである。したがって、森林認証制度が先住民族
の権利に対してソフトロー的に機能するならば、アイヌ民族と森林との伝統的関係を重視す
ることに加えて、アイヌ民族の権利の将来を見据えた認証基準を導入することを主張したい。
こうした森林認証基準は、日本も締約国である生物多様性条約やラムサール条約などの国際
条約の趣旨にも沿うものであり、日本にとって相応しい森林認証制度のあり方だと考える。
そこで、今後の日本の森林認証制度は、アイヌ民族と森林の関係を地域的な課題としての
みとらえるのではなく、先住民族の権利保障の観点からも森林認証制度のあり方を考え、森
林政策全体の中でこの課題に取り組むことが必要である。具体的には、従来からのアイヌ文
化の振興・普及啓発活動と森林認証制度が連携して、アイヌ民族と森林との関係についての
調査・研究を進める。同時に、関連する森林管理へのアイヌ民族の参画といった、アイヌ民
族と森林保全を関連づけた森林政策を、国、地方公共団体そして森林所有者などの森林管理
者に働きかける。そして、これらの活動を検証する中で森林認証基準の改定を進め、アイヌ
民族の権利を考慮した認証基準の導入を実現する。以上のような取り組みが、今後の国内の
森林認証制度において実施されることを期待したい。
